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1968 年 11 月に導入された（15）。
さらに、立石は大阪市交通局へも売込みを開始する。大阪市交通局と立石は 1969 年 8 月
に共同開発をスタートさせる。1971 年 6 月には四つ橋線玉出駅に試験機を設置し実用化実験
を実施、翌 1972 年 11 月に四つ橋線延伸に伴う新駅北加賀屋駅でも実験を行い、この結果を
もって大阪市交通局は本格展開を決断、1974 年 5 月 29 日開通の谷町線東梅田駅～都島駅間
からスタートさせた（16）。




















で、駅係員など 650 名の省力化が達成された」 （21）とある。第二次展開終了の 1983 年度末の
鉄道系社員数が 5,562 名であることから、11％近く省力化ができたことになる。
また、自動改札は不正乗車防止にも効果がある。被害金額を定量的に算出することは難し














































第二期（1978 ～ 1985 年）マイコン化による多機能化
第三期（1986 ～ 1990 年）カード化によるキャッシュレス化
第四期（1991 ～ 1997 年）ＳＦ化による乗車券購入の不要化
第五期（1998 ～ 2000 年）ＳＦ共通化による連絡乗車の利便性向上
























とした場合、5 年後の 1992 年の実績は、ＪＲ西日本が 118 と急伸しているのに対し、阪急電
鉄は 101、阪神電鉄が 100、南海が 100、京阪が 105、近鉄が 107 と横ばい傾向になりつつあ
り、当時の阪神電鉄の久万社長はＪＲ西日本の躍進に危惧を感じていたという（30）。
都市交通年報の統計を見ると、1975 年の輸送量を 100 として最新 2008 年と比較すると、



































































































向上施策として自動改札も検討していた。「1988 年から 1989 年にかけて、メーカーから IC 






























































































































































まず 2002 年 7 月に、ＪＲ東日本の「Ｓｕｉｃａ」、ＪＲ西日本が発行を予定する「ＩＣＯ
ＣＡ」、関西民各社局が採用を予定している「ＰｉＴａＰａ」を３者間で利用できるように
検討着手し（71）、翌 2003 年 7 月には、ＪＲ東日本の「Ｓｕｉｃａ」、関東圏民鉄が発行を予定
する「ＰＡＳＭＯ」、関東圏バス事業者が発行する「バス共通カード」の非接触ＩＣカード
版（72）の相互利用について検討を始めた（73）。
これらの検討で、2004 年 8 月に「ＩＣＯＣＡ」と「Ｓｕｉｃａ」が、2006 年 1 月には「Ｉ








ｍａｒｔｐｌｕｓ／Ｖｉｓａ Ｔｏｕｃｈ」、2006 年にＮＴＴドコモの「ｉＤ」、2007 年にセ
ブン＆ｉグループの「ｎａｎａｃｏ」とイオングループの「ＷＡＯＮ」が、それぞれサービ
スを開始した。またソニーは、2001 年に始めた「Ｅｄｙ」を 2009 年に楽天グループへ売却
した。
























































































































































（1） Chandler A.D.[1977]Part Ⅱ（邦訳第３部） 




（6） Williamson [1975] 第 8 章「Ｍ型革新」。Williamson [1981] でもチャンドラーが記述的歴史として論じた
企業論を説明している。ウィリアムソンはある種の経済活動は市場取引よりも企業内での取引費用を低
くすることが可能という Coase（1937）の理論を出発点とした。情報の非対称性がある取引では、一方











日本鉄道で当初（1962 年）から自動改札システムの開発を担当した。註 80 も参照。





















（22） 『日経産業新聞』（1997/6/24）「キセル被害年 113 億円 ＪＲ西日本 朝夕ラッシュ時に集中」








（27） 井上（2008）p.12 図 11 によると 1991 年を境に自動改札機設置台数は急伸し、2004 年には 1991 年の約
３倍となる 21,000 台に達している。
（28） 第三期までは、日本信号（2009）、熊谷（1991）、村松（1991）を参考として、第四期以降は日本信号






















（41） 国鉄改革とは、経営の傾いた国鉄をどのように改革するかという政治的な課題。最終的に 1986 年に関
連法案が成立し、1987 年 4 月に現在のＪＲ系７社に地域分割民営化された。国鉄改革に関する最終的















（52） この時期行われた主要な 17 の実証実験はすべて接触型ＩＣカードである。IC カード研究会（1986）、
進藤（1989）を参照。
（53） 三木（1990）p.54。
（54） 高井（2003）pp.25-26。『ＪＲ東日本研究開発センター 研究開発ストーリー』「Suica 誕生までの軌跡」。
なお、10 年は採用がないというのは、自動改札機の償却期間は当時 8 年で、順次駅の置換えをしてい
く期間を加えると、一旦導入すれば 10 年は置換えがないという意味である。








































（73） パスネット発行事業者・バス共通カード発行事業者・Suica 発行事業者 ニュースリリース（2003/7/28）
「交通系ＩＣカードの相互利用サービスを実施することに合意しました」
（74） 北海道旅客鉄道、PASMO 協議会、東日本旅客鉄道ほか ニュースリリース（2011/5/28）「1 枚のＩＣカ
ード乗車券で関東圏の鉄道・バスをもっと便利に」
（75） 初期の開発を担った、近畿日本鉄道・立石電機・大阪大学・阪急電鉄らは「ＩＥＥＥマイルストーン」




や産業の発展に多大な貢献をしたと認めるもので、1965 ～ 71 年の自動改札システムの開発が賞の対象
である。これらの企業、大学らは開発当初から協力関係にあったことが分かる。
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